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日本企業における外国人高度人材の採用・配置・育成 
 
1.論文内容の要旨 
 
2018 年は外国人材の大幅受入のための出入国管理法改正をめぐる議論が国会と世論を賑
わせたが、外国人材とくに企業活動の中核を担う高度人材の採用、育成については、すで
に多くの議論が蓄積されてきた。本論文は、そうした議論の蓄積に豊富な事例を踏まえつ
つ新たな視点と知見を加え、今後の外国人材の受入をめぐる社会の変化に大きく貢献する
ものである。 
 論文の主題は「日本企業における外国人高度人材の採用・配置・育成」である。本文は
Ａ4 版 221 ページからなる。構成は以下の通りである。 
 
第Ⅰ章 はじめに 
1. 研究の背景・目的・意義「なぜ日本企業は外国人留学生を採用し、    2 
外国人高度人材として社内で育成するのか」 
2. 論文の構成・用語の定義・研究対象 
 2.1 論文の構成                           6 
 2.2 用語の定義：「外国人高度人材」「外国人留学生」          8 
 2.3 研究対象                           14 
3. 先行研究の検討 
 3.1 日本的人材育成の特長の先行研究                17 
 3.2 外国人高度人材の先行研究                   25 
 3.3 外国人留学生の先行研究                    34 
4. 小括「企業の国際的事業展開のための採用・育成」          40 
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第Ⅱ章 日本における外国人高度人材獲得政策「日本が求める外国人高度人材とは」 
 1.外国人労働者受入の変遷「入国管理政策は誰が求めてきたのか」 
 1.1 明治時代から第二次世界大戦まで(1899 年体制)          49 
 1.2 第二次世界大戦後から 1990 年まで(1952 年体制)          50 
 1.3 1990 年以降(1990 年体制)                    52 
 1.4 入国管理政策は誰を求めてきたか                54 
2.外国人高度人材獲得政策の変遷「なぜ外国人高度人材を求めたのか」    
 2.1 IT 人材の獲得「e-Japan」                   56 
 2.2 経済界が求める外国人高度人材                 58 
 2.3 労働者団体の対応                       59 
 2.4 政府の対応                          59 
 2.5 高度人材ポイント制                      60 
 2.6 日本政府が求める外国人高度人材とは              62 
 2.7 日本企業が求める外国人高度人材とは              63 
3. 外国人留学生受入政策の変遷「外国人留学生が求められてきた役割とは」 
 3.1 外国人留学生受入の意義に関する理念モデル           66 
 3.2 日本における外国人留学生政策                 69 
 3.3 外国人留学生が求められた役割とは               78 
4. 小括「日本政府と日本企業が求める外国人高度人材とは」       79 
 
第Ⅲ章 外国における外国人高度人材獲得政策 
 1. 比較対象としての韓国 
  1.1 韓国における外国人労働者受入政策               86 
  1.2 韓国における外国人留学生受入政策               91 
  1.3 日韓の共通点・相違点                     93 
 2. 参考事例としてのオーストラリア 
  2.1 オーストラリアにおける外国人労働者受入政策          95 
  2.2 オーストラリアにおける外国人留学生受入政策          98 
 3. 高度人材獲得競争と世界大学ランキング              102 
 4. 小括「オーストラリアは日本のモデルケースとなるか」       106 
 
第Ⅳ章 外国人高度人材に対する調査結果と分析 
 1. 調査概要 
  1.1 調査対象                           111 
  1.2 調査方法                           112 
  1.3 分析方法                           114 
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  1.4 調査の限界                          114 
 2. 外国人留学生・外国籍従業員の分析                 
  2.1 外国人留学生・外国籍従業員の概要               117 
  2.2 外国人留学生の経験「就職活動の成功要因・失敗要因」      120 
  2.3 外国籍従業員の現状「なぜ日本で働くのか」           126 
 3. 小括「働き続けているのは誰か」                  132 
 
第Ⅴ章 日本企業に対する調査結果と分析 
 1. 調査概要 
  1.1 調査対象                          139 
  1.2 調査方法                          140 
  1.3 分析方法                          140 
  1.4 調査の限界                         141 
 2. 外国人留学生雇用企業の分析 
  2.1 企業の経験「過去の失敗から何を学んだか」          142 
  2.2 企業の現状「失敗を経てどのように運用しているか」      145 
 3. 外国人高度人材の採用・育成モデル 
  3.1 企業の外国籍従業員の採用・育成タイプ            160 
  3.2 外国籍従業員の採用・育成タイプによる入社後の活躍      161 
 4. 小括「外国籍従業員の採用・育成モデル」             165 
 5. 補論：I 社における外国籍従業員の採用・配置・育成モデル      
  5.1 沿革                            174 
  5.2 採用・配置・育成                      174 
  5.3 I 社の成功要因                       176 
 
第Ⅵ章 おわりに「外国人留学生が日本企業に就職し、外国人高度人材として 
成長、定着するために」 
 1. 外国人高度人材の先行研究に対する本研究の結論          183 
 2. 今後の可能性 
  2.1 外国人留学生政策と入国管理政策の連携            186 
  2.2 文部科学省と経済産業省の協業                186 
  2.3 長期雇用に基づいた採用・配置・育成             188 
  2.4 入学時からのキャリア教育                  189 
  2.5 日本語教育の充実                      190 
 3.今後の研究課題 
  3.1 調査の限界                         191 
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  3.2 失敗事例の検証                       192 
  3.3 生活者の視点                        192 
 
付表                                195 
 参考文献                              200 
 
各章の概要は次の通りである。 
第Ⅰ章では、論文全体の問題関心と論理構成を示した上で、先行研究を詳細に検討して
本論の独自性を明らかにする。とくに小池和男の説に代表される「日本的人材育成」を再
評価し、その限界や後進性を指摘する諸説を批判して、外国人高度人材研究に応用する途
を切り開く。 
第Ⅱ章では、日本の外国人高度人材受入政策を、単純労働力を含めた外国人労働者受入
政策、狭義の外国人高度人材獲得政策、外国人留学生受入政策の三方向から歴史的に分析
し、それらが求めてきた人材像を明らかにする。とくに日本企業が、国の政策理念とは別
に、実際にどのような人材を外国人に求めてきたのかを明らかにする。 
第Ⅲ章では、日本と人材確保のターゲットが重なると思われる韓国の外国人労働者受入
政策、外国人高度人材獲得政策、外国人留学生受入政策を日本と比較し、韓国が必ずしも
日本の先行モデルとなっていないことを示す。また同様にオーストラリアがモデルケース
として参考になるかどうかを検討し、移民政策と留学生政策の連携という点で、日本にと
って積極的にも批判的にも捉えられることを示す。 
第Ⅳ章では、日本の大学・大学院で学ぶ外国人留学生と、日本の大学･大学院を卒業・修
了し、日本で就職した外国籍従業員計 52 名にインタビュー調査したデータを分析する。そ
の結果、日本人従業員と同様に採用され、同様に育成された外国籍従業員のなかに、企業
に定着し、長期に働き続けられている人が多数いることを明らかにする。 
第Ⅴ章では、外国籍従業員を採用している企業の人事担当者 15 名を中心に関係者計 20
名にインタビュー調査したデータを分析する。その結果、外国人従業員採用、配置、育成
について硬直的に日本人同様に扱うのではなく、柔軟に対応する企業が複数あり、その場
合も、同様に扱う企業と同じく長期雇用を前提とした人材育成理念を持っていることを明
らかにする。さらに顕著な成果を挙げている 1 社の事例研究を補論として付す。 
第Ⅵ章では、以上の検討、分析結果を踏まえた政策提言として、留学生政策と入国管理
政策の連携によって、外国人留学生が日本企業に就職、定着し、高度人材として育成され
ていくことを促進すべきであり、そのために関係省庁が協業すべきであること、またそう
した過程の基盤として、外国人留学生へのキャリア教育や日本語教育にとくに注力すべき
であることを提言する。最後に今後の課題として、外国人材の生活の次元へのさらなる調
査分析が必要であること、そのためにも調査方法の向上とデータのさらなる蓄積が必要で
あることを述べる。 
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2.審査経過 
 
 本論文は、2018 年 5 月 28 日に大学院事務課に提出され、同年 9 月 25 日の公共政策研究
科公共政策学専攻市民社会ガバナンスコース会議において、主査中筋直哉、副査間島正秀、
同加藤寛之の構成で学位論文審査小委員会を組織し、審査することを決定した。審査小委
員会は、9 月 25 日、12 月 4 日と 2 回にわたる予備的な審査を実施したうえ、2019 年 1 月
12 日に公開での論文報告および口頭試問を実施し、次のような審査結果に達した。 
 
3.審査結果の要旨 
 
 本論文は、すでに多くの議論が蓄積されてきた外国人労働力とくに外国人高度人材の活
用という政策課題について、先行研究を詳細かつ批判的に検討した上で、新たな視点を見
出し、それに基づいて 70 人以上に及ぶインタビュー調査を実施し、その結果を緻密に分析
した、まことに精力的な研究である。また論文として優れているだけでなく、将来の研究
の展開可能性も期待できる優れた着想と構成力を持った研究である。公共政策学への貢献
はもちろん、労働社会学、教育社会学、国際社会学にも大きく貢献するものと言える。 
 とくに評価される点は次の 3 点である。 
 第 1 点は、小池和男の説に代表される「日本的人材育成」を再評価し、外国人高度人材
政策への応用を提唱した点である。バブル崩壊以降の日本社会および日本経済のグローバ
ル化に連れて、かつて高く評価されていた「日本的人材育成」は否定され、軽視されてき
た感がある。実際に本論文が取り上げる先行研究のなかにもそうした視点に立つものが見
られた。しかし調査分析でも明らかにされたように、実際に「日本的人材育成」は現在も
生きており、多くの企業がその組織文化を通して外国籍従業員を採用、配置、育成し、高
度人材として活用しているのである。グローバル化する経済のなかで、将来にわたって「日
本的人材育成」がサステイナブルであるかどうかは本論文の守備範囲を超えるが、少なく
とも現状では、「日本的人材育成」のような企業の現実を調査によって理解し、それに基づ
いて政策を立案することが不可欠であろう。それを実証的に遂行した点が、本論文の第 1
の価値である。 
 第 2 点は、組織的な支援や資金の乏しいなかで、70 人を超える企業対象の調査を実施し、
その結果を詳細に分析した点である。いうまでもなく企業の人材管理を外部から調査・分
析することは非常に困難である。まして外国籍従業員となればいっそう困難であろう。そ
れを本論文は、ていねいに対象者との信頼関係を創り上げて克服したのである。さらにデ
ータの整理、分析に方法上の工夫がなされている点を見ても、社会調査者としての著者の
将来に大いに期待できる。 
 第 3 点は、外国人高度人材獲得政策に外国人留学生受入政策を組みこんだ、総合的かつ
体系的な外国人高度人材確保、育成政策の方向性を提言した点である。従来外国人留学生
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の受入は、個々の高等教育機関や国家の教育政策に対する国際的評価に偏って語られてき
たし、実際の政策も偏って実施されてきた、しかし本論文の視点からは、外国人留学生の
受入は、日本企業および日本経済の発展の重要な鍵なのである。この視点は、教育制度に
限られた外国人留学生受入政策、短期の労働力確保に限られた外国人労働者受入政策のい
ずれに対しても、新しい視野を開くものである。 
一方で、さらに検討、検証を続けるべき点もいくつか挙げられる。 
第 1 点は、「日本的人材育成」を再評価する本論文の主張が、それを重視しない、あるい
は批判的な現状の政府部門や関連諸学会にどれだけ受け入れられるか、あるいはインパク
トを与えられるかという点である。そのためには本論文の主張を裏付けるデータのさらな
る蓄積が必要であり、かつ現状の政府部門や関連諸学会で主流をなすグローバル経済に対
応する流動的な人材観、雇用観に対抗するような、より強靱な論理構成、理論構築が必要
である。 
第 2 点は、論文中でも「調査の限界」と自覚的に触れてはいるが、データの量にだけで
なく、生活も含めた外国人労働者、外国籍従業員、外国人留学生の実態に、いっそう深く
迫ることが必要ではないかという点である。また分析方法についても、他の研究と比較検
討し得るよう、ある程度の標準化が必要であろう。 
第 3 点は、現在外国人材に関する政策論議が高まっている中で、本論文がどれだけ現実
問題に切り結んでいけるのかという点である。たしかに学術論文として十分な水準に達し
てはいる。しかし、現実問題に切り結ぶためには、現実を動かしている諸々の制度機構に
対して考察を深め、提言のフィージビリティを高めていく必要がある。とくに政府の複雑
な政治・政策過程、また各企業および産業界全体の流動的な経営戦略への理解がいっそう
求められる。 
ただし、こうした問題点はいずれも本論文の達成の先に望まれるものであり、本論文の
成果をみれば、今後こうした問題点に著者が取り組み、さらなる成果を挙げていくことは
十分期待できる。 
 以上のような検討結果に基づき、本審査小委員会は、全会一致をもって、提出論文が「博
士（政策科学）」の学位に値するという結論に達した。 
 
